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平成２５年度予算概算要求の概要① 
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物件費予算(72億円)の内訳

経済協力費 1億円

[審議会等運営経費 0.4億円]

金融制度等調査・研究等経費 2億円

国際会議等出席経費 4億円

検査監督等実施経費 7億円

金融庁
行政情報化経費

53％ 39億円

［情報端末等経費 2億円］

［運用経費 24億円］

［開発経費 13億円］

その他

28％ 20億円

[事務的な共通経費 12億円]

・消耗品費・印刷製本費

・通信・運搬費 等

[中央合同庁舎第7号館の

維持管理経費 7億円]



 

 

平成２５年度予算概算要求の概要② 

 

 

 

百万円 百万円 百万円 ％ 



 

 

平成２５年度要求における重点事項 
 
 
 
  
１．中小企業の再生・成長を通じた地域経済活性化、被災地の復興 

 

 

 

   
２．我が国金融・資本市場の活性化等を通じた経済成長への貢献 
  
 
 
     
３．我が国金融・資本市場の公正性・透明性の確保 (増員要求) 
 
 
 
           

※ 以上の施策を実施するため、６１名の増員及び所要の機構を要求。 

 中小企業金融円滑化法の期限到来（２５年３月末）を踏まえた中小企業等への支援のための体制整備     （増員要求） 

 中小企業の経営改善・事業再生を強力かつ実効的に支援するための手法の確立                （２７百万円） 

 被災地の「二重債務問題」への対応（個人版私的整理ガイドラインの活用促進及び周知広報）        （５４４百万円） 

 被災地の金融機関に対する金融機能強化法に基づく資本増強                             （政府保証枠１２兆円） 

 アジアにおける金融インフラ整備支援等を通じた我が国企業の事業展開の推進                    （４６百万円） 

 総合的な取引所の実現に向けた取組みの推進                                              （１３百万円） 

 日本版ＩＳＡ（税制要望）に関する広報、金融経済教育の推進等                              （２４百万円） 

 国民金融資産の運用のあり方に関する調査・研究                                            （２３百万円） 

 投資一任業者等に対する検査・監督体制の強化 

 不公正取引に対する監視体制の強化 

 有価証券報告書等の適正性確保に向けた取組みの強化 

「成長による富の創出（民間投資の喚起、中小企業・小規模事業者対策等）」等を推進するため、要求内容を精
査し、金融分野における以下の取組みを重点的に行う。併せて、我が国金融システムの安定確保等に
万全を期す。 


